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図 7.一需要家あたりの電灯需要量の増加傾向
ものと考えられる。
住宅については，その実施例が極めて少なかったことヲ
電灯負荷，動力負荷を一緒に取り扱っている一般住宅を
考慮せず，その負荷設備容量を論ずることはできない。
したがってヲ住宅の場合，電力会社との契約容量の統計
値あるいは年間の総使用量から検討を加えることが妥当
である。
そこで，一需要家当りの電灯需要量の年次推移を図示
すると図 73)のようである。
この図からも明らかなように住宅における需要は急速
に増加していることがわかる。
次に最近5年間の全負荷設備容量の平均値を求めてみ
ると，
事務所ビル 114目5(W/m2) 
庖舗・百貨j苫 160.5 
ホテル 100.0 
住宅 45.5 
学校 38.0 
病院 120.0 
となる。
この値を単純にながめてみても，数年前の設計資料と
して使われていた値と比べ，大きな{直となっている。
今後このf直の増大する要因として，
(1)建築面積に対する冷房設置面積の比率の増大
(2)空調用熱源として電気エネルギーが使われる機会の
増大
などが考えられ，それらにより電力需要は増大するもの
と考えられる。
5目 むすび
建築物の大型化，機能化は建築設備に大きな変化をも
たらした。それに伴って，照明設備，空気調和設備，防
災設備等比較的電力使用量の多い建築設備が充実されて
き7こ。
この結果，各種用途別にみても全負荷設備容量は，す
べての建物において年々増加の傾向にあることが認めら
れた。
設計計画の段階で，電気設備設計の技術者が，その建
物の全負荷設備容量をできるだけ実際に近い値で推定で
きることは極めて重要である。過去の設計データが年々
増加しでもその傾向を知れば，過去のデータを参考に概
略値を推定することは可能である。
事務所ビルにみられるように負荷設備容量の単位面積
当りの平均値が，どの建物をとってみても比較的差の少
ないものについては，推定しやすいが，庖舗・百貨庄の
ように，その値の分布範囲が広いものについては，建物
建築物の負荷設備容量に関する考察
の規模，設備のグレイドを十分考慮・検討したうえで全
負荷設備容量を推定する必要がある。
今後，建築設備の質の向上，電気エネlレギーの利用は
増々高くなり，電力需要量は増加するものと考えられ，
設備設計の基本計画の段階での負荷設備容量の推定は重
要性を増してくるものと考えられる。
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